
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

様式３－１様式３－１



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－２様式３－２



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

学位記用ホルダー　一式

東京都小平市学園西町1-
29-1　独立行政法人大学改
革支援・学位授与機構
機構長　服部泰直

R7.5.14

大阪府大阪市中央区北浜東１番２０号
ナカバヤシ株式会社
代表取締役　湯本　秀昭
代理人
東京都板橋区東坂下二丁目５番１号
ナカバヤシ株式会社東京本社
本社長　淡路　克浩

一般競争 2,974,785

予定価格は同種の他の契
約の予定価格を類推させ
る恐れがあるため公表しな
い。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びに
その所属する部局の名称及

び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・
指名競争入札の
別（総合評価の

実施）

予定価格 契約金額 落札率
契約の相手方の商号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式３－３



公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

生体高分子設計支
援ツール機能改修
およびルール試作
一式

東京都小平市学園
西町1-29-1　独立
行政法人大学改革
支援・学位授与機
構
機構長　服部泰直

R7.5.26

福岡県飯塚市川津６
８０番４１
株式会社なうデータ研
究所
代表取締役社長　津
留崎　剛

会計規則第１７条
第１項及び契約規
則第２８条第１項第
一号

- 1,650,000

予定価格は
同種の他の
契約の予定
価格を類推
させる恐れ
があるため
公表しな
い。

学位授与業務支援
システム保守及び
運用支援業務　一
式

東京都小平市学園
西町1-29-1　独立
行政法人大学改革
支援・学位授与機
構
機構長　服部泰直

R7.5.29

東京都中央区日本橋
室町三丁目２番１号
株式会社日本ウィル
テックソリューション
代表取締役社長　橋
本　千秋

独立行政法人大学
改革支援・学位授
与機構会計規則第
17条
第１項及び契約規
則第28条第１項第
七号

- 17,710,000

予定価格は
同種の他の
契約の予定
価格を類推
させる恐れ
があるため
公表しな
い。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約に係る情報の公開（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式３－４


